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第１章 アクションプランの位置づけ 

 

１ アクションプランの意義 

令和２年度から５年間の強靱化の推進方針を示した郡上市国土強靱化地域計画（以下「地域計

画」という。）の着実な推進を図るため、地域計画の第６章に基づく、施策分野ごとの主要施策

を明らかにした令和３年度の「郡上市国土強靱化地域計画アクションプラン202１」（以下

「アクションプラン」という。）を策定した。 

強靱化の取組みについては、アクションプランにおいて、詳細な事業・施策を具体化し、でき

る限り、施策の進捗状況を定量的に把握するとともに、情勢の変化に応じ、毎年度、見直しを行

う。また、それぞれの施策は、新市建設計画及び各部署で策定している個別計画と整合性を図る

ものとしている。なお、地域計画で定めた強靱化を推進するための基本目標及び、８項目の「事

前に備えるべき目標」と、２６項目の「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」は、

次のとおりである。 

 

【基本目標】 

〇 市民の生命の保護が最大限図られること 

〇 市の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

〇 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

〇 迅速な復旧復興 

 

 

【「事前に備えるべき目標」と「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」】 

事前に備えるべき目標 

（８項目） 

起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

（２６項目） 

1 直接死を最大限防ぐ 

1-1 
巨大地震による住宅・建築物の倒壊や、住宅密集地における火

災による多数の死傷者の発生 

1-2 
大規模な火山噴火及び豪雨や大地震に伴う大規模な土砂災害等

による多数の死傷者の発生 

1-3 突発的又は広域的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

1-4 暴風雪や豪雪、雪崩等による多数の死傷者の発生 

2 

救助・救急、医療活動等

が迅速に行われるとと

もに、被災者等の健康・

避難生活環境を確実に

確保する 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・

エネルギー供給の停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 
警察、消防等の被災等による救助･救急活動の遅れ及び重大な不

足 

2-4 観光客等の想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

2-5 
医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災等による医療機

能の麻痺 

2-6 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の

健康状態の悪化・死者の発生 

3 
必要不可欠な行政機能

は確保する 
3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 
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事前に備えるべき目標 

（８項目） 

起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

（２６項目） 

4 

必要不可欠な情報通信

機能・情報サービスは確

保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝

達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

5 
経済活動を機能不全に

陥らせない 

5-1 
サプライチェーンの寸断等による経済活動の麻痺や風評被害な

どによる観光経済等への影響 

5-2 
幹線が分断する等、基幹的交通ネットワークの長期間にわたる

機能停止 

5-3 食料等の安定供給の停滞 

6 

市民生活の基盤となる

電気、燃料、上下水道、

交通ネットワーク等の

ライフラインの被害を

最小限に留めるととも

に、早期に復旧させる 

6-1 電気・燃料等の長期にわたる機能停止 

6-2 上水道及び汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-3 地域交通ネットワークの長期間にわたる機能停止 

7 
制御不能な複合災害・二

次災害を発生させない 

7-1 市街地での大規模火災の発生 

7-2 
ため池、ダム、堤防、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害

の発生 

7-3 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

8 

地域社会・経済が迅速か

つ従前より強靱な姿で

復興できる条件を整備

する 

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大

幅に遅れる事態 

8-2 
復興を支える人材等や物資等の不足により復旧・復興が大幅に遅

れる事態 

8-3 人口減少・高齢化の進展により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-4 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等

により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

 

２ 施策の重点化 

限られた資源で効率的・効果的に本市の強靱化を進めるためには、施策の優先順位付けを行

い、優先順位の高いものについて重点化しながら進める必要がある。強靱化計画では施策項目単

位で施策の重点化を図ることとし、「効果の大きさ」や「緊急度・切迫度」など下記の5点の視

点により総合的に勘案し、特に重点化すべき施策項目を次項のとおり設定した。毎年度の予算編

成や、国や県などへの施策提案は、これを反映することとする。 

なお、重点化施策項目については、施策の進捗状況を踏まえ、毎年度のアクションプランを策

定する過程において、適宜見直しを行うものとする。 

【重点化の視点】 

効果の大きさ 災害リスクを回避する上で、どの程度の影響・効果があるか 

緊急度・切迫度 災害リスクに照らし、どの程度の緊急性・切迫性があるか 

施策の進捗状況 全国水準や指標目標に照らし、どの程度進捗しているか 

平時の活用 災害時のみならず、平時においてどの程度活用できるか 

国全体の強靱化に対する貢献 国全体の強靱化にどの程度貢献するか 
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【重点化施策項目】 

施策分野 
施策項目 

重点化施策項目  

(1)行政機能 

・庁舎等防災拠点機能の強化 

・災害時非常用物資の備蓄推進 

・指定避難所の耐震化推進 

・安全性と良好な生活環境を備えた避難

所の確保 

・消防庁舎の老朽化対策 

・消防力の強化（消防設備、資機材の整

備）（常備消防力の充実）（消防団の災

害対応力の強化） 

・業務継続体制の強化 

・業務継続体制の強化（消防部門） 

・緊急ヘリポートの確保 

・災害時応援協定の締結促進 

・受援体制の整備 

(2)都市・住

宅／土地利

用 

・住宅、建築物等の耐震化、防火対策の

推進（住宅の耐震化の推進）（住宅等の

防火、防災対策の推進） (空き家対策

の推進) 

・大規模避難所、防災物流拠点の整備推

進 

 

・住宅、建築物等の耐震化、防火対策の

推進（緊急輸送道路沿道建築物の耐震

化） (ブロック塀等の除却推進) 

・円滑かつ迅速な応急住宅の供給 

・公園整備の促進 

・大規模盛土造成地対策 

・地籍調査の推進 

・教育、文化施設等の耐震化、老朽化、

防災対策の推進（文化財保護対策の推

進） 

(3) 保 健 医

療・福祉 

・福祉避難所の運営体制確保 

・災害時避難行動要支援者登録制度の推

進 

・要配慮者施設の避難計画策定の促進 

・事業継続体制の強化（病院部門） 

・医療施設等の耐震化、老朽化、防災対

策の推進 

・災害医療体制の整備、充実 

・病院医療器材の自衛的備蓄対策の推進 

・災害時健康管理体制の整備 

・社会福祉施設等の耐震化、老朽化、防

災対策の推進 

・災害ボランティア対策 

(4)ライフラ

イン・情報通

信 

・上下水道の耐震、老朽化対策の推進 

・情報伝達手段の整備、確保 

 

・業務継続体制の強化（上下水道部門） 

・孤立集落への情報伝達手段の確保 

・避難所における情報収集、連絡手段の

確保 
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施策分野 
施策項目 

重点化施策項目  

(5)産業・経

済 

・農地の適切な保全管理 

・農業担い手の育成、確保 

・災害に強い森林づくり 

・外国人観光客への避難誘導の実施 

・帰宅困難観光客等の誘導、受入れの体

制の整備 

・企業誘致の推進、企業立地の促進 

・農業施設の適切な保全管理 

・都市農村交流の推進 

・観光施設の耐震強化及び防火対策の推

進 

・冬季観光事業者の災害対応力の強化 

・事業者の事業継続支援 

・燃料供給施設の事業継続支援 

・小水力等再生可能エネルギーの活用推

進 

(6)交通・物

流 

・道路ネットワークの確保（狭隘箇所等

の整備推進）（沿道林の整備推進）（農

林道の整備推進） 

・広域的幹線道路の整備促進 

・道路施設の維持、長寿命化対策の推進 

・道路ネットワークの確保（無電柱化等

の推進） 

・道路啓開の迅速な実施 

・道路除雪体制及び監視体制の強化 

・地域交通事業者の災害対応力の強化、

車両整備の推進 

・鉄道の老朽化対策、存続支援 

(7)国土保全 

・総合的な土砂災害対策の推進 

・総合的な水害対策の推進 

・ため池の防災対策の推進 

・災害対策資機材の確保、充実 

・火山災害対策の推進 

・建設業の担い手育成、確保 

(8)環境 ‣災害廃棄物対策の推進 ・河川に流出したごみ等の撤去 

(9)リスクコ

ミュニケー

ション／防

災教育・人材

育成 

・自主防災組織等の育成強化 

・防災教育の推進 

・小中学校の危機管理マニュアル整備 

・土砂災害及び浸水害の警戒情報の提供 

・消防団員等人材の確保 

・被災建築物応急危険度判定士の育成 

(10)官民連

携／まちづ

くり 

・移住、定住、交流推進 ・小さな拠点とネットワークの推進 

(11)老朽化

対策 

・公共建築物等の耐震化及び老朽化対策 

・教育、文化施設等の耐震化、老朽化、

防災対策の推進（小中学校施設非構造

部材耐震化事業） 

・教育、文化施設等の耐震化、老朽化、

防災対策の推進（八幡城天守耐震補強

事業） 
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第２章 令和３年度に実施する主要施策 
 

１ アクションプランの構成 

強靱化計画における「強靱化の推進方針」に基づき、令和３年度において取り組む主要施策

は、次頁の施策分野ごとのアクションプランのとおりである。 

施策は分野毎に、施策項目名、リスクシナリオ、重点化、担当課、各施策の推進方針、令和

２年度の事業実績、令和3年度の事業予定、具体的な取り組み内容、重要業績指標（KPI）、初

期値、現状値及び、目標値について表形式で整理した。 

これらを実施するにあたっては、限られた資源で効率的・効果的に本市の強靱化を進めるた

め、前頁に掲げる重点化施策項目について、特に取組みの推進に努めるものとする。 
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２ 施策分野ごとのアクションプラン 

 

(1) 行政機能 ～公助の強化～  

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

1 庁舎等防災

拠点機能の

強化 

3-1 4-1     〇 総務部契

約管財課 

 

振興事務

所振興課    

・災害対策本部及び支部が設置される庁舎が、

災害対応の中枢拠点として機能できるよう、

施設の耐震性を高めるとともに、長時間稼働

の非常用電源の確保や高効率照明機器、再生

可能エネルギー等の導入を推進する。 

・本庁舎及び支所庁舎の立地条件や自然環境

を再検証し、想定される危険度、災害リスクに

対応できるよう、浸水対策や土砂災害対策を

着実に推進する。 

 

 

 

 

・自立、分散型非常用電源設備と高効率照明機

器導入を図るため、「郡上市役所庁舎再生可能

エネルギー設備等導入事業」の実施設計を策

定した。 

本庁及び６支所への自立・分散型非常用

電源の導入数 

0 施設 

(R1) 

0 施設 

(Ｒ2) 

７施設 

(R6) 

＜2010513＞建】庁舎等整備事業（自立、分散型

非常用電源設備と高効率照明機器導入事業） 

・市災害対策本部の設置エリアの照明をＬＥＤ

機器に切り替える。 

・市災害対策本部設置時に必要な電力供給が可

能な容量を備える蓄電池及び太陽光パネルを

整備する。 

・長時間稼働の非常用電源を検討する（高鷲庁

舎）。 

2 災害時非常

用物資の備

蓄推進 

2-1 2-2     〇 総務部総

務課     

・災害用備蓄品は、整備計画に基づいて定期

的かつ効率的な更新に努める。 

・災害備蓄品の適正管理のため、保管倉庫等

の整備を推進する。 

・市内全域で大規模災害が発生した場合、市

の備蓄品のみで対応することは困難と想定さ

れることや、大規模災害で道路が寸断し集落

が孤立することなどのリスクを回避するた

め、家庭や地域での備蓄品の整備を促進する。 

 

 

 

 

・使用期限の近づいた災害時非常用食糧を整備

計画に基づいて更新した。 

・家庭用災害備蓄品等の必要性を文字放送等で

市民へ周知した。 

災害備蓄品（主食、副食、飲料水）の備蓄数 

<8010401>災害対策事業費 

・整備計画に基づいて災害時非常用食糧、備蓄

品を整備する。 

・家庭用災害備蓄品等の必要性を文字放送等で

市民へ周知する 

 

 

 

 

5,000 人分 

(R1) 

5,000 人分 

(R2) 

5,000 人分 

維持 (R6) 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

3 指定避難所

の耐震化推

進 

2-6 1-1     〇 総務部総

務課  

 

振興事務

所振興課    

・本市では指定避難所を公共施設のみで確保

することは困難であるため、自治会が管理す

る集会施設等を避難所に指定している。地震

災害に対応する指定避難所は、耐震化されて

いることが必要であるため、自治会が実施す

る耐震化工事に補助金を交付して耐震化を推

進する。 

・浸水害に対応した指定避難所の中で、耐震

化が完了していない施設については、地震災

害にも対応できるよう耐震化を進める。 

 

・地区集会所耐震補強事業補助金制度を各自治

会へ周知した。 指定避難所の内、集会所の耐震化率 

17 施設 

（44.7％） 

(R1) 

17 施設 

（44.7％） 

(R2) 

19 施設 

（50％） 

(R6) 

・地区集会所耐震補強事業補助金制度の活用を

推進する。 

 

 

 

 

 

 

4 安全性と良

好な生活環

境を備えた

避難所の確

保 

2-6      〇 総務部総

務課  

 

健康福祉

部社会福

祉課 

・避難所機能を強化するため、避難所運営に

必要な資機材、設備等を計画的に整備すると

ともに、備蓄品の適切な維持、管理に努める。 

・要配慮者が安心して避難生活を送れるよう

にするため、県の「避難所運営ガイドライン」

を踏まえて、郡上市避難所運営マニュアルを

改定する。 

・避難所における防犯体制の確保や、感染症

の発生、蔓延を防ぐための衛生、防疫体制を確

立する。 

・ 避難所を安心して利用できるよう災害特性

に応じた配置状況の点検、耐震対策、非常用電

源設備や備蓄倉庫の整備など防災機能の強化

を促進する。また、可能な限り良好な生活環境

を確保する観点から、バリアフリー化、暑さ、

寒さ対策やプライバシー配慮対策をはじめ乳

幼児のいる世帯や女性、障がい者、高齢者等の

多様な利用者に配慮した環境整備を促進す

る。 

・郡上市避難所運営マニュアルを新型コロナウ

イルス感染症に対応したものに改定し、自主

防災組織へ周知した。 

・感染症等の発生及び拡大防止のための、マス

クや高濃度アルコール消毒液等を整備した。 

 

避難所運営マニュアルの改定 

未改定 

(R1) 

一部改定 

（R2） 

改定完了 

(R3) 

<8010401>災害対策事業費 

・郡上市避難所運営マニュアルを女性の視点に

立ち、また、要配慮者に対応したものに改定

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

 

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

5 消防庁舎の

老朽化対策 

3-1 1-1 

2-3    

〇 消防本部

消防総務

課  

・消防防災拠点である「市消防本部、郡上中消

防署」「郡上北消防署」「南出張所」庁舎は、耐

震基準は満たしているが、法定耐用年数から

見ると老朽化が進んでいるため、施設の修繕

を推進するとともに、大規模改修等を検討す

る。 

・大規模改修等については、郡上市公共施設

等総合管理計画及び郡上市公共施設適正配置

計画と整合性を持ちながら推進する。 

・消防本部訓練塔の改修工事を実施した。 

・郡上中消防署南出張所の灯油タンク設備の更

新工事を実施した。 

・消防庁舎等施設管理検討委員会により今後の

庁舎改修等を検討した。 

消防庁舎（3施設）大規模改修 

0施設 

(R1) 

0施設 

(R2) 

2施設 

(R6) 

<8010303>建】消防施設整備事業 

・消防本部庁舎のLED照明機器設備工事を実施

する。 

・消防本部の今後の改修等の計画について消防

庁舎等施設管理検討委員会により検討する。 

・女性職員の採用を推進するため、当直等で使

用する女性専用の衛生設備等を含めた大規模

改修を検討する。 

6 消防力の強

化（消防設

備、資機材

の整備） 

2-3      〇 総務部総

務課  

・災害対策の要となる消防団の消防力維持、

強化のため、小型動力ポンプ、小型動力ポンプ

積載車、消防ポンプ車等を計画的に更新整備

するとともに、災害時の救助活動で必要な投

光器や発電機等の資機材の整備を推進する。 

・火災の拡大を、早期の初期消火により防止

するため、耐震性貯水槽や消火栓等の防火水

利を計画的に整備する。 

・消防ポンプ自動車2台、小型動力ポンプ積載車

4台、小型動力ポンプ2台を更新し、消防機動

力を強化した。 

・耐震性貯水槽5基及び消火栓等の防火水利を

整備した。 

耐震性貯水槽の設置数 

<8010303>消防施設整備事業 

・消防ポンプ自動車１台、消防小型動力ポンプ

積載車５台、消防小型動力ポンプ４台を更新

する。 

・耐震性貯水槽1基を整備する。 

・消火栓用水道管の耐震化を33箇所で実施す

る。 

 

 

 

 

 

89 基 

（11.4％） 

(H30) 

94 基 

（12.3％） 

（R2） 

112 基 

（15％） 

(R6) 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

7 消防力の強

化（常備消

防力の充

実） 

2-3      〇 消防本部

消防総務

課 

・大規模災害発生時においても災害活動等に

支障をきたさないようにするため、適正な職

員体制を検討する。 

・大規模災害発生時における広域的な消防応

援体制の強化を図るため、隣接市以外での応

援体制を検討する。 

・消防の対応力強化のため、情報通信基盤や

装備資機材の配備増強、更新を計画的に推進

するとともに、更新された機器等について、職

員の使用方法の習熟を図る。 

・複雑、多様化する災害への対応能力を高め

るため、消防職員及び消防団員等の教育環境

の整備を図る。 

 

 

・山間地救助指定隊員10人分の救助活動用資機

材を更新整備し、訓練を毎月実施した。 

・救急現場用資器材である自動心臓マッサージ

等の高度医療機器を計画に基づき整備した。 

・水槽付き消防ポンプ自動車CD-1型を郡上中消

防署南出張所に整備した。 

・新型コロナウイルス感染症防止対策として、

救急隊員用の感染防護衣を整備した。また、

救急車専用の感染対策隔離壁を救急車４台に

設置した。 

消防用車両整備累計台数（更新13台） 

1台 

(R1) 

２台 

(R2) 

13台 

(R6) 
<8010303>建】消防施設整備事業 

・常備消防用の火災用資器材、無線関係資器

材、水難救助用資器材、救急用資器材、小型

無人航空機を整備する。 

・統合型位置情報システムを更新整備する。 

<8010304>建】消防車両整備事業 

・高規格救急自動車等３台を更新整備する。 

8 消防力の強

化（消防団

の災害対応

力の強化） 

2-3      〇 消防本部

消防総務

課 

・消防本部と消防団との連携強化を構築する

ため、各災害対応訓練を計画的に実施する。 

・隣接地域への応援出動を迅速に実施するた

め、消防団各方面隊に対し、応援活動を想定し

た訓練を定期的に実施する。 

・大規模災害時には、防災関係機関による救

助活動が遅延するおそれがあるため、地域住

民による自主的な防災活動が出来るよう消防

団と自主防災組織との連携強化を図る。 

・全３５分団に対してチェーンソー及び安全装

備品を整備し、メーカー講師による取扱説明

会を実施後、配備した。 

・消防本部と消防団の連携を図るため災害机上

訓練及び防災ヘリコプター給水訓練を合同で

実施した。 

連携強化訓練の実施 

１回 

(R1) 

１回 

(R2) 

毎年１回 

実施 

・隣接地域応援を想定した訓練を実施する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

9 緊急ヘリポ

ートの確保 

2-2      
 

消防本部

警防指令

課  

・市内には、ヘリポート専用の場外離着陸場

が１箇所であり、多発した孤立集落の発生に

対して迅速に国や県の支援を受けるためには

ヘリポートが必要である。崖崩れ等が発生し

て陸路が遮断され、孤立が予想される地域に

はヘリポートの計画的な整備を推進する。 

・明宝小川地区での場外離着陸場の選定につい

て検討を進めた。 場外離着陸場の整備 

１箇所 

(R1) 

１箇所 

(R2) 

３箇所 

(R6) 

・防災ヘリ、自衛隊、警察等のヘリが離着陸で

きる場外離着陸場の設置を検討する。 

10 業務継続体

制の強化 

3-1 4-2     〇 総務部 

総務課・

契約管財

課 

 

市長公室

情報課 

・郡上市業務継続計画（BCP）を策定し、非常

時優先業務や職員参集想定等を定めている

が、計画が形骸化しないよう、職員への周知を

図るとともに継続的な見直しを行う。 

・非常時優先業務の執行環境を維持するため、

主要庁舎の非常用電源等の確保、管理に努め

るとともに、職員用非常食、飲料水等の計画的

な備蓄を推進する。 

・市の業務を遂行する上で重要な役割を担う

情報システムの機能を維持するため、情報シ

ステム部門の業務継続計画（ICT-BCP）を早期

に策定する。 

・情報システム部門の業務継続計画（ICT-BCP）

を策定し、職員研修等で周知した。 
情報システム部門の業務継続計画（ICT-

BCP）策定 

未策定 

(R1) 

策定完了 

(R2) 

策定完了

(R3) 

・郡上市業務継続計画の検証を行い、非常時優

先業務と人員計画の見直しを行う。 

・令和2年度策定した情報システム部門の業務

継続計画（ICT-BCP）に基づく訓練の実施と、

必要に応じて同計画の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

業 務 継 続 計 画 （ ICT-

BCP）に基づく訓練の実

施 （KPI変更 R3～） 

0 回 

(R2) 

毎年 1 回

実施 

(R6) 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

11 業務継続体

制の強化

（消防部

門） 

2-3 3-1     〇 消防本部

消防総務

課 

・大規模災害発生時にも消防等における災害

対応業務を実施しつつ、通常業務を維持する

ため、郡上市業務継続計画の検証を行い、非常

時優先業務と人員計画の不断の見直しを行

う。 

・大規模災害により、消防本部及び消防署の

機能が使用不能に陥った場合に備え、代替施

設の確保を検討する。 

・岐阜県緊急消防援助隊受援計画に基づき、

郡上市消防本部受援計画の見直しを行う。 

・郡上市消防本部受援計画の改正素案を作成し

た。 郡上市消防本部受援計画の見直し 

未実施 

(R1) 

未改正 

(R2) 

見直し完了 

(R3) 

・郡上市消防本部受援計画の見直しを行う。 

・現状の非常電源等のバックアップ機能を確認

する。 

12 災害時応援

協定の締結

促進 

3-1 2-1 

2-3 2-6 

5-3  

 
総務部総

務課 

・大規模災害が発生した場合には、市の災害

用備蓄品だけでは、市民生活を確保すること

が困難であることが想定されるため、自治体

や民間企業等との災害時応援協定を拡充し、

食料、生活必需品、防災資機材等の供給体制の

強化を図る。 

・災害時応援協定先と大規模現地訓練等を通

じて「顔の見える関係」の構築に努める。 

・応援協定締結団体を交えた災害現地訓練を明

宝地区で実施した。 

・生活物資の調達などの災害時応援協定を締結

した。 

・民間の施設を自主運営避難施設として活用す

る協定を締結した。 

災害時応援協定等締結数 

34協定 

(R1) 

 

 

 

 

37協定 

(R2) 

 

 

 

 

40協定 

(R6) 

 

（37→40協

定に変更 

R3～） 

・災害時応援協定締結団体を交えた災害現地訓

練を実施する。 

・民間の施設を自主運営避難施設として活用す

る協定の締結を推進する。 

・災害リスクに基づいて、必要な協定先がない

かを検証し、新たな協定の締結を検討する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

13 受援体制の

整備 

3-1 2-1 

2-3 2-6   

 
総務部総

務課 

・大規模災害時、膨大な災害対応業務を単独

で対応することは困難であるため、平時より

応援の受け入れを前提とした人的・物的支援

の受入れ体制（受援体制）について検討を行

い、これらを取りまとめた受援計画を策定し、

地域防災計画等に位置づけておく。 

・災害時の受援体制について検討した。 
災害時受援計画の策定 

未策定 

(R1) 

未策定 

(R2) 

策定完了 

(R3) 

・災害時受援計画を策定する。 
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(2) 都市・住宅／土地利用 ～災害に強いまちづくり～  

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値（年

度） 

14 住宅、建築

物等の耐震

化、防火対

策の推進

（住宅の耐

震化の推

進） 

1-1 1-2 

7-1    

〇 建設部都

市住宅課 

・住宅、建築物の倒壊は、人命や財産を奪うだ

けでなく、避難の妨げや火災の発生にもつな

がる。このため、住宅、建築物の耐震診断及び

耐震改修を促進し、一層の耐震化を図る。ま

た、土砂災害特別警戒区域内においても安心

して暮らせるよう、壁や基礎などの強化を行

い、土砂災害に強い住宅づくりを推進する。 

・木造住宅の耐震診断を 10件実施した。 

・木造住宅の耐震補強工事費助成制度を市民

に周知した。 

・土砂災害特別警戒区域内での住宅建替等補

助を 1件実施した。 

・市営初納住宅Ａ棟の耐震化を実施した。 

 

住宅及び多数の利用がある建築物の耐

震化率 

61％・72％ 

(H25) 

67％・91％

(H30) 

95％・95％ 

(R6) 

<7050105>木造住宅耐震診断事業 

・木造住宅の耐震診断を実施する。 

<7050106>木造住宅耐震補強工事補助事業 

・木造住宅の耐震補強工事費の一部助成を実

施する。 

<7050107>公営住宅等ストック総合改善事業 

・公営住宅の耐震補強工事を実施する。 

<7050110>建】建築物耐震化事業 

・民間建築物の耐震化費用の一部助成を実施

する。 

<7050117>土砂災害特別警戒区域内住宅建替

等事業 

・土砂災害特別警戒区域内での住宅建替等を

支援する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値（年

度） 

15 住宅、建築

物等の耐震

化、防火対

策の推進

（住宅等の

防火、防災

対策の推

進） 

1-1 1-2  

7-1   

〇 消防本部

予防課 

・住宅火災による死者を低減するため、住宅用

火災警報器の設置率の向上を図るとともに、

感震ブレーカー、住宅用消火器及び防炎製品

の必要性を認識させるなど火災予防を推進す

る。 

・過去の地震災害における死傷者のうち、家具

類の転倒、移動による者の割合が高いことか

ら、家具固定の必要性を、防災教育などを活用

し、あらゆる世代に普及させる。 

・危険物等の漏洩流出、火災及び爆発等による

多数の死傷者の発生を伴う危険物等災害の防

止と発災時における危険物等の保安を確保す

るための措置を講じる。 

・住宅用火災警報器の設置状況調査及び保守

事業を実施した。 

・住宅火災警報器の設置及び維持管理、住宅用

消火器の使用方法等について広報誌等で啓

発した。 

・防火防災講座及び防災クッキングを開催し

た。 

・危険物等の定期査察、特別査察及び違反処理

を実施した。 

住宅用火災警報器設置率 

59％ 

（R1） 

59% 

(R2) 

100％ 

（R6） 

<8010106>行政パートナー事業 

・住宅用火災警報器保守点検事業として設置

及び維持管理を図り、火災の被害の軽減、死

者の発生を防ぐ。 

<8010202>消防団活動費 女性防火クラブ活

動等交付金事業 

・防火防災講座、防災クッキングを実施し、災

害に強い地域づくりを目指す。 

・ホームページ、広報、ＣＡＴＶ等を活用し、

防炎製品、感震ブレーカーなどの必要性を

ＰＲする。 

・危険物施設等の定期査察、特別査察、違反処

理を実施する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値（年

度） 

16 住宅、建築

物等の耐震

化、防火対

策の推進

（緊急輸送

道路沿道建

築物の耐震

化） 

1-1 5-2 

6-3 7-1   

 
建設部都

市住宅課 

・緊急輸送道路沿いの建築物の倒壊は、円滑な

避難はもとより、救急・消防活動の実施、緊急

物資の輸送を妨げるおそれがあることから、

緊急輸送道路沿いの建築物の耐震改修を促進

し、一層の耐震化を図る。 

・木造住宅の耐震診断を10件実施した。 

・木造住宅の耐震補強工事費助成制度の利用

啓発を実施した。 

住宅及び多数の利用がある建築物の耐

震化率 

61％・72％ 

(H25) 

67％・91％ 

(H30) 

95％・95％ 

(R6) 

<7050105>木造住宅耐震診断事業 

・木造住宅の耐震診断を実施する。 

<7050106>木造住宅耐震補強工事補助事業 

・木造住宅の耐震補強工事費の一部助成を実

施する。 

17 住宅、建築

物等の耐震

化、防火対

策の推進

(ブロック

塀等の除却

推進) 

1-1      
 

建設部都

市住宅課 

・市内に点在するブロック塀等は、避難所への

避難路や児童生徒の通学路沿道にある場合も

あり、巨大地震が発生した場合において、倒壊

の危険性があるので除却の必要性や安全確保

について意識付けを行うとともに、危険ブロ

ック塀の除去等が進むよう支援する。 

 

・ブロック塀等撤去補助を4件実施した。 
ブロック塀等撤去実施件数 

0件 

(R1) 

4件 

(R2) 

60件 

(R6) 

<7050118>ブロック塀等撤去費補助事業 

・ブロック塀等撤去費用の一部助成を実施す

る。 

18 住宅、建築

物等の耐震

化、防火対

策の推進

(空き家対

策の推進) 

1-1      〇 総務部総

務課 

 

建設部都

市住宅課 

・大規模災害発生時の空き家の倒壊による道

路の閉塞や火災発生などを防止するため、所

有者への適正管理の意識啓発や自力救済（活

用、取り壊し）の依頼、相談体制の整備等、総

合的な空き家対策を推進する。 

 

・特定空家等の判定を1件実施した。 
郡上市空き家バンクへの登録総数 

89 件 

(R1) 

114 件

（R2） 

144 件 

(R6) 

<2010118>生活安全対策事業 

・特定空家等の判定を実施する。 

・空家等対策計画に基づく危険空き家の解体

撤去経費の一部補助を実施する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値（年

度） 

19 円滑かつ迅

速な応急住

宅の供給 

2-6 8-2     
 

建設部都

市住宅課 

・災害発生後に必要な応急住宅戸を建設する

候補地について、県にから示された最大必要

戸数を満たしていないので、適切な候補地を

確保する。 

・応急住宅の建設可能用地を確認した。 
応急住宅建設可能用地の確保 

2,180 戸分 

(R1) 

2,180 戸分

(R2) 

3,820 戸分 

(R6) 

・応急住宅の建設可能用地の確認及び拡大を

検討する。 

20 大規模避難

所、防災物

流拠点の整

備推進 

2-1 1-1 

2-4 8-2   

〇 白鳥振興

事務所振

興課 

 

総務部総

務課 

・長良川上流断層帯地震など大規模地震発生

時において、市内住宅密集地からの避難者及

び、東海北陸自動車道、中部縦貫自動車道を利

用する帰宅困難者等の発生が想定され、これ

らの多くの避難者を受け入れることが可能な

防災備蓄品を保有する防災物流拠点を兼ね備

えた大規模避難所の整備を推進する。 

・南海トラフ地震が発生した場合、太平洋沿岸

は巨大津波により壊滅的な被害を受ける可能

性がある。太平洋沿岸の被災地への支援物資

の運搬や復旧及び復興支援は日本海側からア

クセスするのが効果的であるため、東海北陸

自動車道と中部縦貫自動車道が連結する白鳥

インター周辺に防災物流拠点の整備を促進す

る。 

・防災物流拠点構想策定の基本調査実施に向

け、契約の内容及び手順等を検討した。 防災物流拠点整備マスタープランの作成 

未作成 

(R1) 

未作成 

(R2) 

作成完了 

(R4) 

<2010692>地域振興推進事業 

・防災物流拠点構想策定のための基本調査を

実施する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値（年

度） 

21 公園整備の

促進 

1-1 7-1     
 

建設部都

市住宅課 

 

総務部契

約管財課 

・公園施設は、地震災害時に避難場所、救援活

動拠点、火災の延焼防止等の役割を果たす重

要な施設であることから、計画的な整備に努

める。 

・公園施設の老朽化が進んでいることから、新

たに作成する公園施設修繕計画に基づき更

新、維持管理に努める。 

 

・公園遊具施設点検結果に基づき修繕計画を

策定した。 

・計画に基づき公園ベンチ11基の木質化を実

施した。 

公園施設修繕計画に基づき更新・修繕等

が完了した施設の割合 

0％ 

（R1） 

30％ 

（R2） 

100％ 

（R6） 

<7040201>公園維持管理経費 

・公園施設の遊具修繕、ベンチの木質化及び水

路修繕を実施する。 

22 大規模盛土

造成地対策 

1-1  
 

建設部都

市住宅課 

・大規模盛土造成地の調査は、岐阜県により一

次スクリーニングが実施されており、今後二

次スクリーニングの実施等について検討す

る。 

・県ホームページにおいて県内市町村の大規

模盛土造成地を公表している。今後は造成地

の安全性の把握を進め、郡上市内において危

険な宅地がある場合は対策工事を行う。 

 

・第一次スクリーニング結果内容の確認と第

二次スクリーニングのスケジュール確認等

を実施した。 

大規模盛土造成地のスクリーニングの実

施 

一次結果

の公表 

（R1） 

一次結果

の公表 

（R2） 

第二次スクリ

ーニングの

実施 

（R6） 

・第二次スクリーニングにかかる具体的なス

ケジュール等について県と調整する。 

23 地籍調査の

推進 

8-2  
 

建設部建

設用地課 

・災害復旧の迅速化や境界トラブルの未然防

止を図るため、土地の所有者や境界等を明確

にする地籍調査を計画的に推進するととも

に、緊急輸送路の地図を重点的に整備する。 

 

・高鷲町地内において地籍調査を実施した（換

算面積0.08k㎡）。 
地籍調査の実施累計面積（認証面積+調

査中換算面積） 

43.19 K㎡ 

（R1） 

43.27k㎡ 

（R2） 

43.83K㎡ 

（R6） 

<7010103>地籍調査事業 

・第7次国土調査事業10箇年計画に基づいて高

鷲町地内で地籍調査を実施する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値（年

度） 

24 教育、文化

施設等の耐

震化、老朽

化、防災対

策の推進

（文化財保

護対策の推

進） 

8-4  

 

 
教育委員

会社会教

育課 

・地域の文化財を適切に保存し後世へ継承す

るため、防災・防犯対策の徹底、大規模災害に

備えた老朽化対策や耐震調査等への支援を行

う。また、後世へ資料を良好な状態で継承する

ため、文化財の資料、写真などのデジタルデー

タ化や、保存整理ができる人材を育成する。 

・資料収集及び整理作業を実施するとともに、

資料保存人材育成講座を開催した。 

・映像音声資料のデジタル化と静止画による

デジタルアーカイブスを構築した。 

 

 

資料保存整理実践講座の開催 

1回 

(R1) 

1回 

(R2) 

毎年 

2回以上 

開催 

<9050403>郡上市史編纂・資料保存活用事業 

・資料収集及び整理作業を実施するとともに、

資料保存人材育成講座を開催する。 

・映像音声資料等のデジタル化を行う。デジタ

ルアーカイブスのコンテンツを追加する。 
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(3) 保健医療・福祉 ～医療救護体制確保及び要配慮者への支援～  

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

25 事業継続体制の強化

（病院部門） 

2-5 3-1 

     

 
市民病院

事務局総

務課 

・災害時にも、患者や地域住民の生命や

身体の安全に対応するため、医療を継続

して提供するための病院機能を維持し、

または機能停止・喪失状態を迅速に復旧

させるための事業継続計画（BCP）を見直

すなど業務継続体制を強化する。 

・病院防災対策委員会でBCP計画の一部

見直しを検討協議した。 病院事業継続計画の見直し 

未実施 

(R1) 

未実施 

(R2) 

見直し完了

(R3) ・台風や大雨を想定したBCP計画を策定

する。 

26 医療施設等の耐震

化、老朽化、防災対

策の推進 

2-5 1-1     
 

市民病院

事務局総

務課 

・市民病院は、建設から14年以上が経過

し、設備の老朽化も進んできたため、災

害時に医療機能が低下しないための施

設・設備の定期点検の実施、不具合部分

の計画的修繕や更新など行うとともに、

自家発電装置等のある地下室への浸水

対策を検討する。 

・止水板隙間からの漏水防止と設置時の

補強を兼ねて、土のうを新たに地下駐

車場入り口に常備した。 

病院施設長寿命化計画策定 

未策定 

(R1) 

未策定 

(R2) 

策定完了

(R3) ・病院施設の長寿命化計画を策定する。 

27 災害医療体制の整

備、充実 

2-5      
 

市民病院

事務局総

務課 

・大規模災害を想定した現場設営やトリ

アージ訓練や非常参集訓練を年2回以上

実施するとともに、地域災害拠点病院と

の連携体制の強化、医療支援チーム

（DMAT）の受援体制の整備等を推進す

る。 

・災害時における医師等医療従事者を確

保するため、医師会等関係機関との連携

強化を図る。 

・非常参集訓練を11月に実施した。 
医療従事者防災研修 

2回 

(R1) 

1回 

(R2） 

毎年 

2回以上実

施(R6) 
・大規模災害を想定したトリアージ訓

練、非常参集訓練を実施する。 



20 

 

 

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

28 病院医療器材の自衛

的備蓄対策の推進 

2-5      
 

市民病院

事務局総

務課 

・災害時の医療器材の需要に対応するた

め、医薬品、食料、非常用自家発電装置

の燃料等の備蓄を推進する。 

・非常用自家発電設備用の燃料を確保す

るために燃料供給事業者との連携強化

を図る。 

・食料等の備蓄場所等を検討した。 入院患者・医療従事者の食糧・飲料水

の備蓄 

入院患者 

3日分 

(R1) 

入院患者 

3日分 

(R2） 

入院患者・

医療従事

者6日分 

(R6) 

・食料品等の備蓄場所を検討するととも

に、必要量の備蓄品を確保する。 

29 災害時健康管理体制

の整備 

2-6 
 

健康福祉

部健康課 

・災害時において市民の健康管理が適切

に展開できるよう、本市の「災害時保健

活動～保健師編～」や、県、国が作成し

ている災害時保健活動に基づき、平時か

ら関係機関等と連携した健康管理体制

を構築する。 

・感染症予防や食中毒予防、エコノミー

クラス症候群予防、熱中症予防等、事前

に予測できる疾患に関して、平素からパ

ンフレット等を用いた健康教育を推進

する。 

・衛生環境の悪化による感染症等の発生

及び拡大の防止のため、消毒液やマスク

等を備蓄しているが、備蓄量の増強や、

配布体制の強化について検討する。 

・慢性疾患の悪化やストレスによるメン

タルヘルスの悪化を防ぐための、健康相

談等の体制を整備する。 

 

 

・地域ごとの「災害時保健活動関連情報

の概況」を更新した。 

・健康教育内容や使用パンフレットのデ

ータ管理と情報共有を行った。 

地域毎の「災害時保健活動関連情報の

概況」の更新 

更新 

(R1) 

更新 

（R2) 

毎年 

更新 

(R6) 

・地域ごとの「災害時保健活動関連情報

の概況」を更新する。 

・新型コロナウイルス感染症対応含め、

健康教育内容や使用パンフレット、実

施方法等、発災時に迅速に対応できる

具体的なマニュアルを整備する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

30 社会福祉施設等の耐

震化、老朽化、防災

対策の推進 

2-5 1-1 

     

 
健康福祉

部社会福

祉課・高

齢福祉課 

・民間の社会福祉施設に対し、施設の指

導や監査の場などを活用して耐震化を

促すなど、あらゆる機会を活用して耐震

化率の向上を図る。 

・非常災害対策計画の策定状況について

早急に確認をし、未策定の場合は策定を

支援する。 

・停電による施設の機能低下を防ぐた

め、国庫補助事業などの活用を促すなど

して自家発電装置の設置を推進する。 

・多様な災害に確実かつ迅速に対応でき

るよう、関係機関と連携した避難訓練の

実施を支援する。 

・土砂災害危険区域又は洪水危険区域に

立地する、郡上偕楽園をはじめとする介

護老人福祉施設の移転に向けた調査、検

討を行う。 

・社会福祉施設等の耐震化に関するフォ

ローアップ調査を実施した。 

・障がい福祉計画策定のため、各事業者

に施設建設のアンケート調査を行っ

た。 

・認知症グループホーム2施設について、

非常用自家発電装置の設置を支援し

た。 

・郡上偕楽園の移転に向けた庁内検討会

(事務会議）を立ち上げ、移転に係る基

本的な考え方を定めた。 

社会福祉施設（高齢者施設）の非常災

害対策計画策定率 

8.3％ 

(R1) 

8.3％ 

(R2) 

100％ 

(R6) 

・社会福祉施設等の耐震化に関するフォ

ローアップ調査（厚生労働省）を実施

する。 

<3010504>郡上偕楽園移転整備事業 

・施設移転に向けた基本構想及び基本計

画を策定する。 

31 福祉避難所の運営体

制確保 

2-6      〇 健康福祉

部社会福

祉課・高

齢福祉課 

・福祉避難所が円滑に運営できるよう、

福祉避難所運営マニュアル等の策定や、

防災訓練の開催を支援するとともに、福

祉避難所の充実、強化に向けて、福祉避

難所管理団体との連携を強化する。 

・施設管理者が実施する福祉避難所開設

訓練に参加した。 福祉避難所対象施設との協定締結率 

65.3％ 

(R1) 

65.3% 

(R2) 

100％ 

(R6) ・施設管理者と連携し、福祉避難所マニ

ュアルの策定を支援する。 

・未締結である福祉施設等との協定締結

を推進する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

32 災害時避難行動要支

援者登録制度の推進 

4-2      〇 健康福祉

部社会福

祉課・高

齢福祉課 

・災害時避難行動要支援者登録制度につ

いて周知を行い、要支援者本人、支援関

係者の防災意識向上を推進するととも

に、支援関係者の名簿管理の徹底を図

る。 

・ダイレクトメールの発送等により、定

期的な要支援者の把握、名簿の更新を行

うとともに、要支援者ごとに個別計画の

策定を推進し、その実効性を確保する。 

・令和2年度版の要支援者名簿を整備し、

自治会、民生委員等関係機関へ提供し

た。 

・要支援者906人に個別計画を策定し発

送した。 

・実態把握が必要な要支援者298人に実

態調査票を送付するとともに、ケアマ

ネジャー及び計画相談員に協力を依

頼した。 

 

 

自力避難ができない要支援者に対する

個別計画の策定率 

0％ 

(R1) 

40.7% 

(R2) 

100％ 

(R6) 

<3010122>災害時避難行動要支援者支援

事業 

・令和3年度版要支援者名簿を整備する

とともに、新たに実態把握が必要な要

支援者に対し実態調査を実施する。 

・R2実態調査において把握した情報に基

づき、個別計画（第2期）を策定する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

33 要配慮者施設の避難

計画策定の促進 

1-3 1-2 

2-5 4-2   

〇 総務部総

務課 

 

健康福祉

部社会福

祉課・児

童家庭

課・高齢

福祉課 

 

教育委員

会学校教

育課 

・高齢者、障がい者等の要配慮者は、災

害時の避難行動に時間を要し、避難行動

の遅れにより被災する危険性が高くな

るため、水防法及び土砂災害防止法の規

定に基づき、浸水想定区域や土砂災害警

戒区域内にある要配慮者利用施設につ

いて、避難確保計画の策定、避難訓練の

実施を促進する。 

・洪水浸水想定区域等の変更に伴い、計

画策定の対象となる要配慮者利用施

設を見直した。 

・避難確保計画未策定の要配慮者利用施

設に対して助言を行い、計画策定を促

進した。 

・各小中学校において「命を守る訓練（避

難訓練）」を年間3回以上実施した。 

洪水浸水想定区域内の要配慮者利用

施設における避難確保計画の作成率 

54.6％ 

(R1) 

72.7％

（R2） 

100％ 

(R6) 

・要配慮者利用施設に対して、避難確保

計画の策定を支援するとともに、避難

訓練の実施を促進する。 

・コロナ禍における「命を守る訓練（避

難訓練）」について、令和2年度の実践

成果、課題を分析し、より安全な避難

について、児童生徒自信が考え、行動

に移せるよう指導する。 

34 災害ボランティア対

策 

8-2 3-1 

8-4    

 
健康福祉

部社会福

祉課 

・災害時におけるボランティア活動の必

要性、重要性から、行政、郡上市社会福

祉協議会、ＮＰＯ、災害ボランティア団

体等が連携、協働して活動が円滑に行わ

れるよう、その活動環境の整備を推進す

る。 

・郡上市社会福祉協議会が行う、迅速・

円滑な災害救援ボランティア活動を可

能にするための受け入れ体制づくりを

指導、支援する。 

 

・防災ボランティア登録を支援した。 郡上市社会福祉協議会と連携したボラ

ンティアセンター開設訓練の実施 

1 回 

(R1) 

0 回 

(R2) 

毎年 

実施 

(R6) 

・災害ボランティアセンターの設置訓練

を実施する。 

・郡上市社会福祉協議会の防災ボランテ

ィアの登録を支援する。 

 

  



24 

 

 

(4) ライフライン・情報通信 ～生活基盤の維持～  

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

35 上下水道の耐震、老

朽化対策の推進 

6-2 2-1     〇 環境水道

部水道総

務課・水

道工務課 

・上下水道施設は市民生活にとって重要

なライフラインの一つであり、災害時に

もその機能を維持するため、水道施設の

点検・修繕を行い、延命化に努めるとと

もに、水道事業ビジョンにより計画的に

施設更新を行う。また、周辺自治体と連

携する応急給水、及び応急復旧の体制強

化に努める。 

・下水道ストックマネジメント計画によ

り、計画的に下水施設の更新を行う。ま

た、耐震化を推進するととともに、統合

事業により下水道処理施設の効率化を

図る。 

・長期的な汚水処理機能を確保するた

め、農業集落排水施設最適化整備構想に

基づき、機能強化事業を推進し、汚水処

理機能の維持に努める。 

・水道配水管を耐震管へ更新（大和地内

286.5m、和良地内417.4m）。 

・マンホール蓋更新（和良地内62基）。 

・農業集落排水を下水道に接続し統合し

た（白鳥町二日町、中西地区）。 

水道管の耐震化率（管路延長：900 ㎞） 

19.3％ 

(R1) 

19.4% 

(R2) 

26.0％ 

(R6) 

＜生活基盤近代化事業、緊急時給水拠点

確保等＞ 

・大和及び和良地内の水道配水管を耐震

管へ更新する。 

＜ストックマネジメント事業＞ 

〔R2年度繰越事業〕 

・長良川浄化センター(白鳥)及び美並中

央クリーンセンターの汚泥脱水機を

更新する。 

・長良川浄化センター(白鳥)のし渣脱水

機を更新する。 

・大和中央浄化センター、ひるがの浄化

センター及び高鷲浄化センターの主

ポンプを更新する。 

〔R3年度当初事業〕 

・和良地内のマンホール蓋を更新する。 

・大和中央浄化センターの電気計装設備

を更新する。 

＜下水道統合整備事業＞ 

・美並町赤池地区の農業集落排水、美並

町円山地区の集合排水処理を下水道

に接続する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

36 業務継続体制の強化

（上下水道部門） 

6-2 3-1     
 

環境水道

部水道総

務課・水

道工務課 

・災害時において上下水道施設の機能を

維持又は応急復旧するための業務継続

体制の検証を行い、非常時優先業務と人

員計画等の不断の見直しを推進する。 

・郡上市業務継続計画を検証した。 業務継続計画の見直し 

未実施 

(R1) 

未実施 

(R2) 

見直し完了 

(R3) 

・郡上市業務継続計画の検証結果に基づ

き、非常時優先業務と人員計画の見直

しを行う。 

37 情報伝達手段の整

備、確保 

4-1      〇 総務部総

務課 

 

市長公室

情報課 

・防災行政無線（同報系）は、令和４年

１１月末までにスプリアス規制に対応

するための改修が必要であること、ま

た、デジタル化の整備を行ってから10年

以上が経過していることから、計画的な

施設整備を推進する。 

・長期停電による電源喪失にも対応でき

るよう、燃料やバッテリー補給体制を再

点検するなど、情報伝達施設の適切な維

持管理に努める。 

・防災行政無線（移動系）は、市内の防

災行政機関や公用車及び消防車両用に

230機を配備している。災害時に確実に

機能するよう適切な維持管理に努める

とともに、更新時期等を検討する。 

・災害時における避難勧告等の緊急情報

を迅速かつ確実に伝達するため、緊急速

報メール（安心・安全メール、エリアメ

ール）など、多様なツールを導入してい

るが、一層の充実や迅速化を進めるた

め、各種サービスの効果的な利用、情報

伝達手段の多重化を推進する。 

・防災行政無線（同報系）のスプリアス

改修工事及び機器更新を実施した。 

・郡上ケーブルテレビ光化整備伝送路更

新工事（光ケーブルL=574.2km）を完了

した。 

メール配信サービス登録者数（防災関

係） 

4,753 人 

(R1) 

5,253 人

（R2） 

5,000 人 

(R6) 

<2010704>防災行政無線整備事業 

・防災行政無線（同報系）のスプリアス

改修工事及び機器更新を実施する（再

送信子局 8基、屋外子局用無線装置

（代替用）3基）。 

<8010401>災害対策費 

・市メール配信サービスのバージョンア

ップ等を実施する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

38 孤立集落への情報伝

達手段の確保 

4-1 2-2     
 

総務部総

務課 

・孤立集落に支援を行ううえで通信の確

保は不可欠であり、固定電話、携帯電話

共に使用できない場合の通信手段とし

て、衛星携帯電話の配備や通信機器用の

非常用電源の整備を推進する。 

 

・衛星携帯電話の通信訓練を実施した。 

・停電情報お知らせサービスの活用方法

を周知した。 

地域に配備する衛星携帯電話数 

2台 

（R1） 

2台 

（R2） 

2台維持 

(R6) 

・衛星携帯電話の通信訓練を実施する。 

39 避難所における情報

収集、連絡手段の確

保 

4-2      
 

総務部総

務課 

・指定緊急避難場所において情報収集等

の通信手段を確保するため、テレビ視聴

と公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）ができる環境

を整備した。災害時、これらの施設が適

切に稼働できるよう、平時からの維持管

理に努める。 

・未整備の避難場所については、災害リ

スクを検証し、必要に応じてテレビ視

聴、無線通信環境を整備する。 

・指定緊急避難場所での通信環境を点検

した。 避難所無線LANの定期点検 

未実施 

(R1) 

実施 

（R2） 

毎年 

実施 

(R6) 

・指定緊急避難場所での通信環境の点検

を実施する。 
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(5) 産業・経済 ～災害に強い農林業とサプライチェーンの確保～  

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

40 農地の適切な保全管

理 

7-3 1-3 

5-3    

〇 農林水産

部農務水

産課 

・農地が有する保水効果など、防災や環

境保全等の多面的機能を増進するため、

担い手の育成や、継続的な営農活動を行

う集落等を支援するとともに、地域の活

動組織が主体となった農地や農業水利

施設等を保全管理する取組みを促進す

る。 

・中山間地域等直接支払交付金事業を

実施した（集落協定154、個別協定

7）。 

中山間等直接支払交付金取り組み協定

数 

170 協定 

(R1) 

161 協定 

(R2) 

170 協定 

維持 

(R6) 

<5010315>中山間地域等直接支払交付金 

・中山間地域等直接支払交付金制度に

より耕作放棄地の発生防止を推進す

る。 

41 農業施設の適切な保

全管理 

5-3 7-3     
 

農林水産

部農務水

産課 

 

建設部建

設工務課 

 

・安定した食料供給に向け、引き続き農

地や農業水利施設等の農業施設の改修

及び、長期的な施設機能の確保に向けた

保全対策を推進する。 

・農産物の安定生産を図るため、自然災

害に強い農業施設の整備を推進する。 

・多面的機能支払い交付金事業を実施し

た（資源向上・共同58組織、資源向上・

長寿命43組織、農地維持106組織）。 

・白鳥ライスセンターの整備を支援し

た。 

・農業水利等の農業施設を整備した(郡

上八幡地区、大和南西部地区、郡上北

西部地区(白鳥・大和)、白鳥北部地区、

高鷲地区、みなみ地区、郡上北東部地

区(明宝・和良・八幡)。 

多面的機能支払交付金取り組み組織数 

107 組織 

(R1) 

107 組織 

(R2) 

110 組織 

(R6) 

<5020203><5020204><5020214>多面的機

能支払交付金事業 

・多面的機能支払交付金制度により、農

地や農業用水路等の保全管理を推進

する。 

<5020210>県営中山間地域農村活性化事

業 

・農業水利等の農業施設を整備する(郡

上八幡地区、大和南西部地区、郡上北

西部地区(白鳥・大和)、白鳥北部地区、

高鷲地区、みなみ地区、郡上北東部地

区(明宝・和良・八幡)。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

42 農業担い手の育成、

確保 

8-2 8-3 

5-3    

〇 農林水産

部農務水

産課 

・農業従事者の高齢化と後継者不足によ

る遊休農地の拡大防止を図るため、新規

就農者のための相談対応や研修指導、施

設整備など包括的な支援を展開するこ

とにより、農業の担い手の育成、確保を

推進する。 

・経営開始型給付金を交付した（8人）。 農業次世代人材投資事業給付金の受

給者数 

15 人 

（R1） 

17 人 

（R2） 

25 人 

（R6） 

<5010308>農業次世代人材投資事業 

・青年の就農意欲の喚起と就農後の定着

を図るための給付金事業を実施する。 

43 都市農村交流の推進 8-2 8-3     
 

農林水産

部農務水

産課 

・都市農村交流の推進を図るため、『「ぎ

ふの田舎へいこう!」推進協議会』等によ

る地域間連携や、グリーン・ツーリズム

実践者の受入体制の強化、関係機関との

連携など、民間ならではの新たな取組み

がより一層行われるよう支援する。 

・「ぎふの田舎へ行こう！」推進協議会の

活動を支援した。 農家民泊受入れ者数 

2,349 人 

（H30） 

188 人 

（R2） 

2,400 人 

（R6） 

<5010202>農業総務事務経費 

・「ぎふの田舎へ行こう！」推進協議会の

活動を支援する 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

44 災害に強い森林づく

り 

7-3 1-2 

1-3    

〇 農林水産

部林務課 

・本市は市域の90％を森林が占めてお

り、台風、豪雨時に山腹崩壊や渓流浸食

の発生が危惧される。山地災害等を防止

するため、間伐等の森林整備を計画的に

実施することにより、水源涵養機能、土

砂災害防止機能など森林の持つ公益的

機能の維持増進を図る。 

・適切な経営管理が行われていない森林

について、森林環境譲与税の導入とあわ

せて施行された森林経営管理制度を活

用し、郡上市森林マネジメント協議会等

関係機関と連携して森林整備を促進す

る。 

・林内の倒木等が豪雨時に下流へ流出

し、民家・道路等に被害をおよぼすこと

を未然に防止するため、流出のおそれが

ある箇所の倒木処理を推進するととも

に、集落、農地、生活道路等に隣接した

森林の整備を行うことにより、風雪害に

よる倒木、それにより誘発される土砂崩

壊、雪崩による被害を防止する。 

・木材需要の創出や、森林内の未利用材

のバイオマス燃料としての活用など、市

産材の需要拡大を図り森林資源の循環

利用を進めることで、適切な森林整備を

促進する。 

・適切な森林整備を継続的に実施するた

め、新規林業就労者の支援や、林業技術

者の実地研修等により、林業の担い手確

保・育成を推進する。 

・造林推進事業（植林、下刈、除伐等）

を実施した。 

・生活保全林整備事業（人家周辺の森林

整備）を実施した。 

・林業技術者育成・確保事業により技術

者の育成を図った。 

・森林経営管理事業（意向調査、境界確

認、除間伐等）を実施した。 

・風倒木や放置間伐材等の処理を実施し

た。 

・森林整備計画・皆伐施業ガイドライン

に基づき適正な伐採・植栽を指導し

た。 

環境保全林の整備面積 （間伐、植栽面

積） 

1,210ha 

(H30) 

927ha 

（R1) 

1,300ha 

（R6） 

<5030202>造林推進事業 

・森林整備事業の推進（植林事業40ha、

下刈事業150ha、雪起事業80ha、除伐事

業5ha、枝打事業5ha、保育間伐50ha、

搬出間伐 500ha、作業路開設事業

20,000m）。 

<5030276>生活保全林整備事業 

・災害または、獣害が発生する可能性の

ある人家周辺の森林の整備を支援す

る。 

<5030272>林業技術者育成・確保事業 

・林業災害リスクの認識と減災の意識向

上のための研修等を実施する。 

<5030271>森林経営管理事業 

・森林所有者の意向調査、森林境界の確

認・測量、森林所有者の調査を実施す

る。 

<5030274>風倒木等林内処理事業 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

・風雪等の気象災害による倒木や放置さ

れた間伐材等の処理を支援する。 

 

皆伐施業ガイドラインに基づき適正

な伐採・植栽の実施を指導する。 

45 観光施設の耐震強化

及び防火対策の推進 

1-1 5-1 

7-1 8-4   

 
商工観光

部観光課 

・観光施設の耐震設備や防火設備を定期

的に点検し、必要に応じて補強を行う。 

・観光施設等において火災、地震に対す

る避難訓練を定期的に実施する。 

・郡上八幡城において避難訓練を実施し

た。 
観光施設（郡上八幡城）での避難訓練の

実施 

1 回 

（R1） 

1 回 

（R2） 

毎年度 

1 回実施 

(R6) 

<6010405>観光施設整備事業 

・郡上八幡城において、避難訓練を実施

し、観光客への避難誘導、関係機関へ

の通報行動等を再検証する。 

・郡上八幡城に火災通報装置を設置す

る。 

46 外国人観光客への避

難誘導の実施 

2-4      〇 商工観光

部観光課 

・外国人観光客向けの避難情報の多言語

化を推進するとともに、情報発信方法の

整備等を促進する。 

・災害及び緊急時の訪日外国人旅行者に

向けた対応ガイドラインを作成した。 徹夜おどり英語ボランティアガイド参加

者 

11 人 

（R1） 

0 人 

（R2） 

20 人 

（R6） 

<6010306>観光課外国人観光客誘致事業 

・徹夜おどり英語ボランティアガイドを

育成する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

47 帰宅困難観光客等の

誘導、受入れの体制

の整備 

2-4      〇 商工観光

部観光課 

・大規模災害時に多数の観光客等の帰宅

困難者が発生すると予想されるため、避

難誘導、受入れ、備蓄品の配布等及び情

報提供の方法について、マニュアル化を

進めるなど、避難誘導体制の強化を図

る。 

・「道の駅」が災害時に防災拠点として利

用できるよう、非常用電源設備等の整備

や防災用トイレの設置及び、帰宅困難者

等に必要な物資の備蓄など防災機能を

強化する。 

・郡上市総合防災訓練大規模現地訓練に

おいて、帰宅困難観光客を想定した訓

練を実施した。 

道の駅の協力体制づくりのための連絡

協議会の開催 

1 回 

（R1） 

0 回 

（R2） 

毎年度 

1 回開催 

(R6) 

<6010301>観光振興事務経費 

・「郡上市道の駅連絡協議会」において各

道の駅の防災設備について情報共有

し、災害時の協力体制づくりを促進す

る場を設ける。 

48 冬季観光事業者の災

害対応力の強化 

1-4 5-1     
 

商工観光

部観光課 

・市内には大規模なスキー場が多数存在

し、毎年多くの観光客が訪れている。豪

雪等の大雪災害からスキー客等の安全

確保を図るため、郡上市スキー観光安全

対策協議会が主体となって冬季観光客

の安全対策に取り組む。 

・スキー場関係者を集め、安全管理、自

然災害への対応、訪日外国人観光客の

事故防止に関する講習会を開催した。 

・災害及び救急時の訪日外国人旅行者向

け対応ガイドラインを作成した。 

冬季観光事業者の情報共有等の場づく

り支援 

2 回 

（R1） 

1 回 

（R2） 

毎年度 

2 回実施 

(R6) 

<6010305>観光協会活動事業 

・令和２年度に作成した災害及び救急時

の訪日外国人旅行者向け対応ガイド

ラインについて郡上市スキー観光安

全対策協議会と共有し内容の検証に

努める。 

49 事業者の事業継続支

援 

5-1      
 

商工観光

部商工課 

・市内事業者の災害対応力を強化するた

め、事業継続意識の向上に向けた啓発を

強化するとともに、事業者の事業継続計

画（BCP）策定を支援する。 

・商工会や産業支援センターなどの関係

機関と事業継続に係る連携を強化する 

・商工会の巡回指導により事業者へ事業

継続計画（BCP）を周知し、計画の策定

（18件）を支援した。 

事業者の事業継続力強化計画の策定

数 

0 件 

（R1） 

18 件 

(R2) 

90 事業者 

（R6） 

・持続力支援計画書に基づき、商工会と

連携して、事業者の事業継続計画

（BCP）の周知と作成を支援する。 

・作成から2年目以降の事業者に対して

フォローアップ支援を行う。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

50 燃料供給施設の事業

継続支援 

6-1      
 

商工観光

部商工課 

・市民生活に必要な燃料供給施設の事業

継続力を向上させるため、施設の修繕や

備品整備等の支援を推進する。 

・燃料供給事業所等の施設修繕や燃料配

達車両等更新の支援制度を広く周知

した。 

市内の燃料供給施設数 

34施設 

（R1） 

32施設 

(R2) 

34施設 

維持 

（R6） 

<6010235>小規模事業者支援事業 

・燃料供給事業所等の施設修繕や、燃料

配達車両などの更新を支援する。 

51 企業誘致の推進、企

業立地の促進 

5-1      〇 商工観光

部商工課 

・市内産業の生産力を強化するととも

に、他地域との競争力向上につなげるた

め、東海北陸自動車道と中部縦貫自動車

道との結節点という立地条件を活かし、

製造業や物流施設等の企業誘致を推進

する。 

・大島工業団地造成工事及び市道大平線

２工区改良工事を実施し、工業団地が

完成した。 

・事業所等設置奨励金（6 件）及び、企

業立地奨励金（1件）を交付した。 

事業所等設置奨励金新規申請件数 

0 件 

（R1） 

2 件 

（R2） 

2 件 

（R5） 

<6010206>事業所等設置奨励金交付事業 

・事業所等設置奨励金及び企業立地奨励

金を交付する。 

<6010211>企業誘致促進事業 

・県外（市外）の企業のサテライトオフ

ィス誘致を図る。 

<6010237>企業誘致関連整備事業 

・大島工業団地に整備した調整池の濁水

処理を実施する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

52 小水力等再生可能エ

ネルギーの活用推進 

6-1      
 

商工観光

部商工課  

 

農林水産

部林務課 

・地域資源を活かした再生可能エネルギ

ー等の創出と活用の取り組みを検討す

るとともに、農業水利施設等を活用した

小水力発電施設の整備や保全及び、木質

バイオマス発電の導入等を推進する。 

・木質バイオマス発電燃料の安定供給を

図るため、林地に残された未利用材の搬

出を推進する。 

・石徹白・阿多岐・干田野・気良布平の

小水力発電施設を適正管理した。 

・未利用材の搬出促進事業を実施した

（620ｔ）。 

未利用材の搬出促進事業による木材搬

出量 

620トン

（R1） 

620 トン 

（R2) 

620 トン 

維持 

（R6） 

<6010204>小水力発電研究事業 

・小水力発電事業者への指導等を実施す

る。 

＜18000002＞小水力発電施設管理経費 

・石徹白・阿多岐・干田野・気良布平の

小水力発電施設を適正管理する。 

＜5030225＞未利用材の搬出促進事業 

・林地からの未利用材の搬出を支援す

る。 
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(6) 交通・物流 ～交通ネットワークの強化（道路整備）～  

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

53 道路ネットワークの

確保（狭隘箇所等の

整備推進） 

2-2 5-2 

6-3    

〇 建設部建

設総務

課・建設

工務課 

・山間地域に位置する本市においては、

人、物の移動、輸送手段を車に大きく依

存している。大規模災害時に地域交通ネ

ットワークが分断する事態を避けるた

め、市管理道路をはじめとした、地域を

繋ぐ道路整備を推進する。 

・とくに、狭隘箇所や崩落、落石危険箇

所のある道路は、消火活動や救急活動を

はじめ、災害時の避難行動の妨げとなる

ことから、拡幅等の工事を推進する。 

・道路新設改良事業（大平線他）を実施

した。 

・過疎対策道路整備事業（桜谷1号線他）

を実施した。 

・辺地対策道路整備事業（宇留良区内線

他）を実施した。 

・社会資本整備総合交付金事業（高鷲牧

場1号線他）を実施した。 

・地方創生道整備推進交付金事業（丸山

本線）を実施した。 

市管理道路斜面等の要対策箇所数 

21箇所 

(R1) 

16箇所 

 (R2) 

14箇所 

(R6) 

<7020301>道路新設改良事業 

・市域：舗装調査、法面点検、八幡：下

尾崎町・本町線 大和：万場43号線 

白鳥：殿様清水線 

<7020303>過疎対策道路整備事業 

・明宝：柏尾線、水沢上線 和良：上前

田下島線、下切・下沢宮地線  

<7020304>辺地対策道路整備事業 

・大和：栗巣22号線 白鳥：日面中筋線、

羽土線、大林線、那留線 高鷲：太田

線、中川原線、西小洞線 

<7020306>社会資本整備総合交付金事業 

・八幡：神谷・棚井線 白鳥：大島・恩

地線、大平線 美並：深戸・梅原線 

<7020307>地方創生道整備推進交付金事

業 

・白鳥：中津屋・那留線 美並：丸山本

線 高鷲：ひるがの線 明宝：水沢上

6号線 



 

35 

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

54 道路ネットワークの

確保（沿道林の整備

推進） 

6-3 1-4 

2-2 4-1 

6-1 5-2 

〇 建設部建

設工務課 

 

総務部総

務課 

・緊急輸送道路や孤立のおそれのある集

落に通じる道路沿いの民有地樹木の伐

採については、毎年沿道林修景整備（凍

結防止等）、ライフライン保全対策（電線

等）により事業を実施しているが、道路

ネットワーク及び電気、通信のライフラ

インを確保するため、今後も引き続き事

業を推進する。 

・路面凍結や道路への倒木を防止するた

めの立木伐採を実施した(13箇所)。 

・倒木による停電を防止するための立木

伐採を実施した（7箇所）。 

- 

- - - 

<7020204>沿道林修景整備事業 

・路面凍結や道路への倒木を防ぐための

立木伐採を実施する（17箇所）。 

<8010404>ライフライン保全対策事業 

・積雪等による倒木が原因で発生する停

電等の防止対策としての立木伐採を

実施する（5箇所）。 

55 道路ネットワークの

確保（無電柱化等の

推進） 

6-3 5-2     
 

建設部都

市住宅課 

・本市においては「郡上八幡北町伝統的

建造物群保存地区」において無電柱化事

業を実施しているが、幹線道路等につい

ては未実施である。防災拠点を結ぶ緊急

輸送道路等について、大規模災害時のル

ート確保の必要性及び整備効果が高い

箇所を選定し無電柱化等を推進する。 

・郡上八幡北町の無電柱化整備（入線、

切替）を実施した。 
無電柱化推進計画における市道計画路

線の無電柱化率 

0 ％ 

(R1) 

0 ％ 

(R2） 

100 ％ 

(R6) 

<7040107>都市再生整備計画事業 

・郡上八幡北町の無電柱化整備について

２社の入線、切替及び既設電柱を撤去

し、事業を完了する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

56 道路ネットワークの

確保（農林道の整備

推進） 

2-2 5-2 

6-3    

〇 建設部建

設総務

課・建設

工務課 

・地域交通ネットワークの強化及び孤立

集落の発生防止のため、計画的に農道の

整備や農道橋の耐震対策を実施してい

るが、避難路や代替輸送路機能を確保す

るため、引き続き整備を推進する。 

・地域交通ネットワークの補完や災害に

強い森林づくりのため、県と連携して計

画的に林道整備を推進する。 

・県営広域農道（八幡、大和、白鳥）の

整備を促進した。 

・県営農道（鮎立農道、切立農道、田口

農道）の整備を促進した。 

・県営基幹農道（高鷲北部農道(本谷農

道))の整備を促進した。 

・地方創生道整備交付金事業（大杉線他）

を実施した。 

・県単独林道整備事業（林道改良工事八

幡～和良線他5路線）を実施した。 

・森林整備推進林道整備事業（林道維持

修繕工事、八幡～高山線他21路線）を

実施した。 

基幹的農道の供用開始延長 

9km  

(H30) 

9Km 

 (R2) 

15km 

 (R6) 

<5020209>県営郡上南部広域営農団地農

道整備事業 

・県営広域農道の整備促進（八幡、大和、

白鳥） 

<5020213>県営農道施設強化対策事業 

・県営農道の整備促進（切立農道） 

<5020216>県営基幹農道整備事業 

・県営基幹農道の整備促進（高鷲北部農

道(本谷農道)) 

<5030308>地方創生道整備交付金事業 

・林道開設工事の実施（大杉線、干田野

～石徹白線） 

<5030304>県単独林道整備事業 

・林道改良工事の実施（白尾～鷲見線他

３路線） 

<5030351>森林整備推進林道整備事業 

・林道維持修繕工事の実施（八幡～高山

線他15路線） 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

57 広域的幹線道路の整

備促進 

5-2 6-3     〇 建設部建

設総務

課・建設

工務課 

・切迫する南海トラフ巨大地震の発生が

危惧され、発災時には日本海側から太平

洋沿岸の被災地へ支援物資の運搬など

復興支援バックアップが期待される。福

井県境に接する本市の地域性と、代替性

や多重性の観点を踏まえつつ、東海北陸

自動車道及び中部縦貫自動車道へつな

がるアクセス道の強化を図るとともに、

直轄管理国道及び濃飛横断自動車道を

はじめとした主要な骨格幹線道路の整

備を促進し、広域的かつ高規格の幹線道

路を軸とした市内の幹線道路ネットワ

ークを構築する。 

・広域幹線道路ネットワークは、災害発

生時の避難や救急救援物資の輸送、ライ

フラインの早期復旧などの役割を果た

すだけでなく、地域資源を活かした産業

の活性化や広域的な経済活動を促進す

る効果が期待されるため、今後も継続し

て広域的な幹線道路ネットワークの構

築に取り組む。 

道路の事業化・事業促進等について次

の要望を実施した。 

・濃飛横断自動車道の早期事業化の促進 

・市内幹線道路ネットワークの整備（め

いほうトンネルほか２箇所） 

・直轄国道（１５６号）事業の促進（郡

上大橋ほか５箇所） 

・大和美並線の整備（八幡町有坂ほか１

箇所） 

・白山内ケ谷線の整備（八幡町亀尾島 松

ヶ瀬橋） 

・道路改良及び歩道整備（寒水八幡線（八

幡町河鹿）ほか８箇所） 

 

- 

- - - 

［主な整備要望箇所］ 

＜国事業＞ 

（直轄国道）・１５６号線 

＜県事業＞ 

（県管理国道、主要地方道等）・１５６号

線・２５６号線（濃飛横断自動車道）・

４７２号線・金山明宝線（（仮称）めい

ほうトンネル）・大和美並線 他７路

線 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

58 道路施設の維持、長

寿命化対策の推進 

5-2 6-3     〇 建設部建

設総務

課・建設

工務課 

・高度経済成長期以降に整備した橋梁、

トンネルなどの道路施設の老朽化の進

行が見込まれるため「郡上市道路橋梁維

持管理個別施設計画」及び「郡上市道路

トンネル維持管理個別施設計画」を策定

し修繕を進めている。今後も引き続き計

画的な点検、補修等を実施する。 

・地下構造物の被害により道路が陥没し

て通行できなくなることもあるため、地

下構造物の耐震化や、地下構造物周辺に

空洞を作る原因となる漏水等の点検、修

復等を地下構造物の管理者と連携して

実施する。 

・公共施設等適正管理推進事業（小那比

下川線他）を実施した。 

・社会資本整備総合交付金事業（干田野

線他）を実施した。 

・道路メンテナンス事業（井戸ノ上戸穴

線(井戸瀬橋)他）を実施した。 

・地方創生道整備推進交付金事業（丸山

本線）を実施した。 

橋梁長寿命化修繕の実施箇所数（舗装

修繕路線数） 

29 箇所

(H30) 

38 箇所

（R2） 

102 箇所

（R6） 

<7020317>公共施設等適正管理推進事業 

・八幡：小那比・下川線他1路線 大和：

神路線他2路線 高鷲：農野谷線 美

並：釜石5号線 明宝：四ツ田線 

<7020306>社会資本整備総合交付金事業 

・八幡：穀見・安久田線他1路線 白鳥：

干田野線他2路線 高鷲：高鷲牧場1号

線他1路線  

<7020318>道路メンテナンス事業 

・八幡：井戸ノ上戸穴線(井戸瀬橋)他1路

線、城山トンネル 大和：栗巣9号線

(田中橋) 美並：三日市トンネル 明

宝：見座線(見座橋)他2路線 和良：方

須-乙原(上ケ田瀬橋)線他1路線 

<7020307>地方創生道整備推進交付金事

業 

・白鳥：中津屋・那留線 高鷲：やまび

こ線 美並：丸山本線 明宝：水沢上6号

線 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

59 道路啓開の迅速な実

施 

1-1 1-2 

2-2 5-2 

6-3  

 
建設部建

設工務課 

発災時に道路啓開計画に基づく対応が

確実かつ迅速に実施できるよう、関係機

関と情報共有を図るとともに連携した

訓練を継続的に実施する。 

・道路啓開に関する情報伝達の手順を確

認した。 
大規模現地防災訓練への参加 

1回 

(R1) 

0回 

(R2) 

毎年参加 

(R6) 

・災害時を想定した道路啓開訓練を関係

機関と連携して実施する。 

60 道路除雪体制及び監

視体制の強化 

1-4 2-2 

5-2 6-3 

4-2  

 
建設部建

設総務課 

・大雪等の際、早期に通行の確保を図る

必要があるため、除雪機械等の計画的な

整備など除雪体制の強化及び路面状況

等の監視体制を強化する。 

・大雪、暴風雪警報等の発令時には警戒

体制等をとり、関係機関からの情報収集

や連絡調整をしながら除雪作業を行い、

場合によっては通行規制を行う。 

・大雪等に備え、事前に河川や公園等施

設の管理者と協議を行い雪捨て場の確

保を図る。 

・道路除雪や凍結防止剤を散布して安

全な道路交通を確保した。 

・高鷲地域に除雪機器(ロータリ付ドー

ザ)1台を整備した。 

除雪体制を維持するための除雪車両数 

58 台 

(H30) 

60 台 

（R2） 

65 台 

（R6） 

<7020501>道路除雪経費 

・道路除雪、凍結防止剤散布を実施す

る。 

<7020502>除雪機器整備事業 

・凍結防止剤散布車１台を整備する(八

幡)。 

・除雪ドーザ１台を整備する(白鳥)。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

61 地域交通事業者の災

害対応力の強化、車

両整備の推進 

6-3 1-4 

5-2    

 
市長公室

企画課 

・災害時における市民の交通手段を確保

するため、主要幹線において代替ルート

を想定した運行手法を検討するととも

に、代替交通を確保するため、鉄道及び

バスの連携体制を構築する。 

・気象警報等発令の際は、気象情報や道

路河川、発災状況など関係機関から情報

収集を行い、交通事業者と連携のうえ、

安全を最優先とした的確な運行体制を

講じ、速やかに利用者への周知を行う。 

・安全運行を確保するため、適正な車両

整備を推進する。 

・自主運行バス車両を２台（八幡、美並）

更新した。 

・自主運行バス２０路線の運行及び路線

バス運行事業者７社に対して運行支

援を実施した。 

・コロナ禍において影響を受けつつも、

路線運行を継続している運行事業者

５社に対して補助支援を実施した。 

市内交通事業者数（鉄道、バス、タクシ

ー） 

7社 

(R1) 

7社 

(R2) 

7社維持

(R6) 

<2010607>地方交通線車両整備事業 

・自主運行バス車両１台を更新する。 

<2010633>地方交通対策経費 

・自主運行バスの運行及び路線バス運

行事業者への支援を実施する。 

・公共交通運転免許取得、ユニバーサ

ルデザインタクシー車両導入にかか

る補助支援を実施する。 

62 鉄道の老朽化対策、

存続支援 

5-2 6-3     
 

市長公室

企画課 

・長良川鉄道の安全運行を確保するた

め、老朽化した施設の整備や安全対策を

重点的に支援する必要がある。また、地

域を支える重要な交通機関であること

から、引き続き利用促進や経営に対し支

援を行う。 

・鉄道の長期にわたる機能停止に備え、

代替交通を確保するため、市内交通事業

者との連携体制を構築する。 

・長良川鉄道の施設維持修繕（枕木交換、

通信ケーブル取り換え等）を支援し

た。 

・コロナ禍において影響を受けつつも、

鉄道運行を継続している㈱長良川鉄

道に対して補助支援を実施した。 

PC枕木の交換率 

35％ 

(R1) 

36％ 

(R2) 

43％ 

(R6) <2010636>長良川鉄道支援対策事業 

・鉄道施設の維持修繕を支援する。 
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(7) 国土保全 ～河川、砂防、治山、火山等対策～  

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

63 総合的な土砂災害対

策の推進 

1-2      〇 建設部建

設工務課 

・近年、台風等の豪雨や局地的豪雨が増

加している。市内には土砂災害の恐れの

ある区域が多数存在しており、治山整

備、急傾斜地、土砂災害対策等の災害防

止対策を県と連携して計画的に実施す

る。 

・また、土砂災害発生の危険度をより詳

細に示したメッシュ情報等の提供など、

ハード・ソフト一体となった土砂災害対

策を推進する。 

・市内の治山施設の適正な維持管理を実

施した。 

・急傾斜地崩壊対策事業（在原急傾斜地）

を実施した。  

・公共急傾斜地崩壊対策事業（腰細1他県

事業）を促進した。 

土砂災害発生危険箇所 

112 箇所 

(H30) 

107 箇所 

(R2) 

90 箇所 

（R6） 

<5030310>治山対策事業 

・市内の治山施設の適正な維持管理を実

施する。 

<7050117>土砂災害特別警戒区域内住宅

建替等事業 

・土砂災害特別警戒区域内での堅牢な住

宅建替等を支援する。 

<7030201>急傾斜地崩壊対策事業 

・大和：神路体育館急傾斜地  

<7030202>公共急傾斜地崩壊対策事業 

・県営事業（八幡：腰細1、森2 白鳥：

大中小学校、阿多岐 美並：半造3） 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

64 総合的な水害対策の

推進 

1-3 7-2     〇 建設部建

設総務

課・建設

工務課 

・本市は、急峻な山々に囲まれて網の目

のように河川が流れる地形が多く、集中

豪雨などによる水害や土砂災害が発生

しやすいことから、災害を未然に防ぐた

めの危険箇所の早期解消を図るため、河

川管理者と連携した河川整備を促進す

るとともに、洪水時の河川情報の充実を

図るなど、ハード対策・ソフト対策の両

面にわたって防災・減災対策を推進す

る。 

・また、平成３０年７月豪雨で被害が発

生した市が管理する普通河川において、

河道拡幅等の河川整備を進め、早期に治

水安全度の向上を図る。 

・河川改修工事（内ヶ谷ダム等の県事業）

を促進した。 

・普通河川小那比川河川整備の事業化に

向けて地元と協議した。 

- 

- - - 

・河川改修工事の実施。 

＜県事業＞ 

［主な整備箇所］ 

・内ヶ谷ダム・長良川河川整備５箇所・

砂防事業８箇所 

＜市事業＞ 

・普通河川小那比川河川整備について、

事業化に向けて調査設計及び関係機

関と協議を実施する。 

65 ため池の防災対策の

推進 

7-2 1-3     
 

建設部建

設総務

課・建設

工務課 

・農業用ため池の老朽化による決壊によ

り、下流地域に浸水被害が生ずる恐れの

あるものについて、堤体の補強等のハー

ド対策を計画的に推進する。また、大規

模地震や異常豪雨により災害発生の恐

れがあるため池について、ハザードマッ

プを作成し、危険箇所を地域住民に周知

する。 

・県営ため池等整備事業（那留ため池）

を促進した。 

・市内13箇所の農業用ため池のハザード

マップを郡上市のホームページに掲

載した 

- 

- - - 

<5020212>県営ため池整備事業 

・県営ため池等整備事業（白鳥：那留た

め池事業）を促進する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

66 災害対策資機材の確

保、充実 

8-2      
 

建設部建

設総務課 

・被災箇所の応急復旧を効率的かつ効果

的に実施するため、引き続き平時に災害

時応急対策用資機材の確保、点検及び関

係機関との訓練を行い、災害に備える。 

・三角コーン、反射看板、回転灯、土の

う袋等を各地域に配備した。 

・災害時対応で連携を図る関係団体との

連絡体制について検討を行った。 

災害時応急対策関係団体との情報交換

会の開催回数 

1回 

(R1) 

0回 

(R2) 

毎年度 

1回開催 

(R6) 

<7020203>道路維持補修事業 

・災害時等応急対策資材としてバリケー

ド、三角コーン等を整備する。 

・災害時応急処置の対応を行う関係機関

との情報交換、情報共有を行う。 

67 火山災害対策の推進 1-2      
 

総務部総

務課 

・平成２６年９月の御嶽山噴火を踏ま

え、登山者の事前準備の徹底や、火山災

害発生時の安否確認と捜索救助活動の

迅速化を図るため、活火山である白山へ

の登山届が義務化された。本市には、白

山への登山口を有していることから、登

山届の提出を促進し、登山者の把握と安

全啓発を促進する。 

・白山火山連絡協議会など関係機関と連

携を図りながら情報伝達訓練や実動訓

練などの防災訓練を継続的に実施する。 

・白山火山連絡協議会と連携した情報伝

達訓練を実施した。 火山災害発生情報伝達訓練の実施 

1 回 

(R1) 

1 回 

(R2) 

毎年度 

1 回実施 

・白山火山連絡協議会と連携した情報伝

達訓練を実施する。 

68 建設業の担い手育

成、確保 

8-2      
 

建設部建

設総務課 

・地域の復旧、復興の中心となる建設業

を担う人材の育成、確保を図るため、魅

力ある労働環境の整備をはじめ、担い手

確保につながる魅力発信等を促進する

ことにより、将来にわたって希望と誇り

の持てる建設業の確立を支援する。 

・県の取り組み（ぎふ建設人材育成・確

保連携協議会等）のＰＲや参画を検討

した。 

建設業関係団体との意見交換会の開催

回数 

1回 

(R1) 

0回 

(R2) 

毎年度 

1回開催 
・建設業団体との意見交換・情報共有を

行う。 
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(8) 環境 ～廃棄物対策～    

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

69 災害廃棄物対策の推

進 

8-1      〇 環境水道

部環境課 

・大規模な災害発生時には、建築物の倒

壊、流失及び浸水等によって多量の廃棄

物が発生し、また、避難所等におけるし

尿の処理需要が発生するほか、廃棄物処

理施設の損壊による処理機能の低下が

予想される。このため、災害廃棄物処理

計画を策定し、仮置き場候補地を選定す

るなど、災害時でも迅速にごみを処理す

る体制を整えているが、より実効性を高

めるための見直しを随時行って、災害廃

棄物処理体制の強化を図る。 

・強靭な廃棄物処理施設を維持するとと

もに、停電等による廃棄物処理施設の機

能低下を防ぐため、代替的な電源が迅速

かつ円滑に確保される仕組みを各施設

に整備する。 

・環境衛生センター大規模修繕事業を実

施した。 

・郡上クリーンセンター大規模修繕事業

を実施した。 

・北部クリーンセンター大規模修繕事業

を実施した。 

・強靭な廃棄物処理施設を維持するた

め、施設の機能低下防止に向けた「長

寿命化計画」を策定した。 

廃棄物処理施設整備計画（基幹改良基

本計画）の策定 

未策定 

(R1) 

一部策定 

(R2) 

策定完了 

(R3) 

<4020302>環境衛生センター大規模修繕

事業 <4020207>郡上クリーンセンター

大規模修繕事業 <4020205>北部クリー

ンセンター大規模修繕事業 <4010316>

廃棄物処理施設整備事業 

・強靭な廃棄物処理施設を維持するため

大規模修繕を実施する。 

・一般廃棄物処理を円滑に行うため、施

設統合に向けた基幹改良基本計画を

策定する。 

70 河川に流出したごみ

等の撤去 

8-1      
 

建設部建

設工務課 

 

環境水道

部環境課 

・河川断面及び流下能力を阻害している

流木、河道内樹木の撤去等、河川管理者

が実施する災害の発生防止を図る取組

みにあわせて、災害発生時に流出したご

みを適正に撤去することにより、河川環

境の保全を推進する。 

・市内の河川から流倒木を撤去した(6箇

所)。 - 

- - - 

<7030401>河川改良事業 

・市内の河川から流倒木を撤去する。 
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(9) リスクコミュニケーション／防災教育・人材育成 ～自助・共助の底上げ～  

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

71 自主防災組織等の育

成強化 

2-3 2-6 

3-1 8-4 

2-2  

〇 総務部総

務課 

・発災時は、防災関係機関の活動が遅延

し又は阻害されるおそれがあるため、

「みんなの地域はみんなで守る」という

地域の人たちのコミュニティ連携意識

に基づく自主的な防災活動が実施され

るように、自主防災組織を育成するとと

もに、活動の活性化を図る。 

・市民が防災の基本理念を理解し、正し

い知識と判断をもって行動できるよう

に、災害予防や応急措置等の知識の普及

に努め、だれにでも起こりうる災害によ

る被害を軽減するための備えを強化す

る。 

・発災時に、外国人住民が正しい知識と

判断をもって行動できるように、防災知

識の普及に努める。 

・専門的な知識を有する地域防災活動の

担い手を育成するとともに、減災と地域

防災力向上のために活動し、市の防災事

業に貢献する防災士を養成し、自主防災

組織との連携を強化する。 

・発災時において、災害応急対策を迅速

かつ的確に実施するため、平時から防災

訓練を積極的かつ継続的に実施する。 

・郡上CATVを活用した自主防災会研修を

実施した（郡上CATVでの放送 全4

回）。 

・自主防災組織の活動（防災資機材購入）

を支援した。 

・郡上市防災士会の活動を支援した。 

・自主防災組織実態調査を実施した。 

自主防災組織による防災訓練の実施率 

87.8％ 

（R1） 

85.6％ 

（R2） 

100％ 

（R6） 

<8010401>災害対策事業費 

・災害予防対策、自主防災会育成研修会

を開催する。 

・自主防災組織が実施する防災士の育成

及び防災資機材の整備を支援する。 

・郡上市防災士会の活動を支援する。 

・R2年度に実施した自主防災組織実態調

査結果に基づき、組織体制の強化等を

推進する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

72 防災教育の推進 4-2      〇 教育委員

会学校教

育課 

 

総務部総

務課 

・「自らの命は自らが守る」という自助の

意識を醸成するため、水害や土砂災害な

どのリスクがある幼稚園や小中学校な

どにおいて、毎年、避難訓練と合わせ地

域の災害リスクや災害時にとるべき避

難行動の理解促進等を図る防災教育を

実施する。 

・学校において、家庭や地域と連携した

防災教育の取り組みを継続的に進める

とともに、学校の実情に応じた実効性の

ある自主的な取り組みの拡大に努める。 

・「命を守る訓練（避難訓練）」を全小中

学校において、年間3回以上実施した。 

・地震、火災発生時に加え、水害、土砂

災害等地域の実態に応じた訓練を実

施した。 

・気象警報発表時の対応について、郡上

市全域で統一した対応をとることを

決定し施行した。 

・広報無線、文字放送等を利用した防災

啓発を毎月実施した。 

家庭地域と連携した防災教育の実施率 

50％ 

（R1） 

80％ 

（R2) 

100％ 

（R6） 

・令和2年度に施行した気象警報発表時

の学校対応について、成果と課題を分

析し、課題について改善に努める。 

・広報無線、文字放送等を利用した防災

啓発を毎月実施する。 

73 小中学校の危機管理

マニュアル整備 

4-2      〇 教育委員

会学校教

育課 

・災害時において児童生徒の安全を確保

するため、それぞれの小中学校の立地条

件や自然環境を再検証し、想定される危

険度、災害リスクに対応した実効性の高

い危機管理マニュアルに見直す。 

・すべての小中学校において、危機管理

マニュアルの見直しを実施した。 

 

 

 

小中学校危機管理マニュアルの見直し

実施率 

50％ 

（R1） 

100％ 

（R1） 

100％ 

（R6） 

・職員の異動に伴い、地域の状況理解の

個人差が生じないよう、年度当初、年

度途中の地域の安全確認を行うよう

啓発する。 

・防災士研修に教職員を派遣する。 

・小中学校危機管理マニュアルの継続的

な検証と見直しを実施する。 

 

 

 

小中学校危機管理マニュ

アルの継続的な検証と見

直し （KPI変更 R3～） 

1 回 

(R2) 

毎年 1 回

以上実施 

(R6) 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

74 土砂災害及び浸水害

の警戒情報の提供 

4-2 1-2 

1-3    

〇 総務部総

務課  

・突発的な豪雨（ゲリラ豪雨）により急

激に河川水位が上昇、また土中雨量が上

昇するなどの事象が頻発化しており、今

後、さらに地球温暖化に伴い災害リスク

が高まることが危惧されることから、県

が指定する土砂災害特別警戒区域等を

もとにした土砂災害ハザードマップ及

び、洪水浸水想定区域図をもとにした洪

水ハザードマップを作成し、居住地の災

害リスク情報を市民へ提供し、被災時の

避難経路等を確認してもらうなど防災

意識の啓もうを推進する。 

・土砂災害ハザードマップを更新した

（八幡：57図郭）。 
洪水ハザードマップの作成・配布 

長良川・吉

田川 

（R1） 

長良川・吉

田川 

（R2） 

県公表全

河川 

（R6） 

<8010401>災害対策事業費 

・土砂災害ハザードマップを更新する

（高鷲：19図郭）。 

・洪水ハザードマップを作成する（市内

23河川）。 

75 消防団員等人材の確

保 

2-3 8-2     〇 消防本部

消防総務

課 

・地域の防災力を維持するため、県と連

携したキャンペーン等の実施や地域ぐ

るみで消防力を応援する取組み等によ

り、団員の確保を図る。 

・消防団確保対策について県との合同会

議を実施した。 

・消防団の各部の統廃合について継続的

な検討を実施した。 

消防団員の充足率（定員 1,920人） 

99.3％ 

（R1） 

95.3％ 

（R2) 

95％維持 

（R6） 
・郡上市消防団再編に係る検討会を実施

する。 

76 被災建築物応急危険

度判定士の育成 

8-2 3-1     
 

建設部都

市住宅課 

・大規模地震発生時において、被災した

住宅の危険度判定を円滑に実施するた

め、被災建築物応急危険度判定士の資格

取得を推進し、危険度判定体制の強化を

図る。 

・岐阜県が開催する養成講習会、研修会

等の受講募集を行った。 被災建築物応急危険度判定士数 

59 人 

（R1） 

59 人 

（R2） 

80 人 

（R6） 

・岐阜県被災建築物応急危険度判定士養

成講習会、判定コーディネーター研修

会等の受講募集を行う。 
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(10) 官民連携／まちづくり ～民間リソースを活かした対応力強化～ 

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

77 移住、定住、交流推

進 

8-3      〇 市長公室

秘書広報

課・政策

推進課 

・発災後に地域の活性化を維持し、迅速

な復旧・復興を可能とするために、都市

住民等を受け入れる移住や定住、交流人

口の増加等につながる、地域間交流の開

催や空き家、就業情報等の提供などの支

援対策を総合的に推進する。 

・港区への防災用備蓄水(15万本）の納品

調整等、各都市との繋がりを維持、向

上するよう連絡調整を行った。 

・UIターンを支援する補助金について広

報及び市HP等で周知した。 

・郡上市への移住の魅力を情報発信する

移住ガイドブックを制作した。 

・空き家バンク登録を促すチラシを作成

した。 

・移住サポートネットワークを構築し運

用を開始した。 

・オンライン移住相談体制を整備した。 

 

 

郡上市空き家バンクへの登録物件総数 

96 件 

（R1） 

113 件 

（R2） 

144 件 

（R6） 

<2010112>都市交流推進事業 

・友好都市との交流活動を支援する。 

<2010617>移住・定住推進事業 

・空き家バンク運営、移住サポートネッ

トワーク運営等により移住及び定住

を促進する。 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

78 小さな拠点とネット

ワークの推進 

8-3      
 

市長公室

政策推進

課 

・市では、小さな拠点とネットワークの

形成に当たり、行政サービスの諸機能を

有し、市域間でネットワークを構築でき

る旧町村の単位を「小さな拠点エリア」

として設定している。小さな拠点エリア

において「防災・減災」「自助・共助」等

の活動を機能させ、未充足の分野を市域

内のネットワークで補完するために、小

さな拠点とネットワークの考え方を広

く周知するとともに、活動拠点の設定を

促進し、地域経営を組織する仕組みづく

りを進める。 

・小さな拠点形成に意欲的な牛道エリア

地元有志と懇談会を開催。 

・小さな拠点とネットワークの考え方を

取り入れた各地域振興計画作成のた

め、拠点となる施設や地域運営組織の

想定を行った。 

 

 

小さな拠点とネットワーク拠点施設の指

定 

0 組織 

（R1） 

1 組織 

（R2） 

14 組織 

（R6） 

・小さな拠点のサブエリアとして位置づ

けられている八幡町西和良地区、白鳥

町牛道地区の２地区をモデル地域と

して小さな拠点とネットワークづく

りを進める。 
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(11) 老朽化対策 ～社会インフラの長寿命化 

通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

79 公共建築物等の耐震

化及び老朽化対策 

3-1 1-1     〇 総務部契

約管財課  

 

市長公室

企画課 

・公共建築物等の耐震化及び老朽化対策

については、維持補修等必要な取組みを

進めているが、今後、更新時期を迎える

建築物も見込まれることから、計画的な

維持管理・更新を行う。とくに防災拠点

となる建築物の建築非構造部材の耐震

安全性の確保がこれまで以上に求めら

れていることから、建築非構造部材（外

壁、扉、ガラス、天井、間仕切り等）の

耐震化も計画的に進める。 

・公共建築物等の計画的な改修及び更新

は、郡上市公共施設等総合管理計画及び

郡上市公共施設適正配置計画と整合性

を持ちながら推進する。 

・庁舎照明器具のＬＥＤ化等、市有財

産の適正な維持管理に努めた。 

・公共施設保全計画策定の事前準備と

して保全にかかる研修会を実施し

た。 

・公共施設適正配置計画に基づく「行

動計画（案）」の策定に着手した。 

市有建築物の耐震化率 

82.4% 

(R1) 

82.4% 

(R2) 

91.2% 

(R6) 

<2010501>財産管理経費 <2010502>庁

舎管理経費 <2010513>庁舎等整備事業 

・庁舎等市有財産等の適正な維持管理

を実施する。 

・公共施設保全計画の策定に着手する

（～R4年度まで 2年間）。 

・施設の「行動計画」を策定する。 

80 教育、文化施設等の

耐震化、老朽化、防

災対策の推進（小中

学校施設非構造部材

耐震化事業） 

1-1      〇 教育委員

会教育総

務課 

・特定天井等を有していない屋内運動場

等や、校舎棟で200㎡を超える吊り天井

を有する教室については、落下防止につ

いての点検調査を実施していない。これ

らの施設は、地震時に落下する恐れがあ

るため、速やかに点検調査を実施し、そ

の状況を踏まえ、緊急性のあるものにつ

いては早急に改善工事を計画する。 

・市内小中学校の特定天井を有しない

屋内運動場等や、校舎棟で200㎡を超

える吊り天井を有する教室につい

て、担当技術職員による点検調査を

実施した（屋内運動場6棟、吊り天井

教室1室）。 

小中学校施設非構造部材の点検調査

実施率 

13% 

(H30) 

30% 

（R2） 

100% 

(R6) 

・調査計画に基づいて、市内小中学校

の特定天井を有しない屋内運動場等

や、校舎棟で200㎡を超える吊り天井

を有する教室について、担当技術職

員による点検調査を実施する 
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通
番 

施策項目名 

リスク 

シナリ

オ 

重
点
化 

担当課 推進方針 

上段：令和２年度の事業実績 指標名（KPI) 

下段：令和３年度の事業予定 

＜予算コード＞事業名・取組み内容等 

初期値 

（策定時） 

現状値

（年度） 

目標値

（年度） 

81 教育、文化施設等の

耐震化、老朽化、防

災対策の推進（八幡

城天守耐震補強事

業） 

8-4 1-1     
 

教育委員

会社会教

育課 

・多くの観光客が訪れる八幡城につい

て、地震等による石垣及び天守の崩壊を

防ぐために石垣の調査及び改修、また天

守の耐震補強を実施する。 

・近年世界遺産等が火災で滅失している

ことから、八幡城の耐震補強と併せて防

火対策についても強化する。 

・八幡城跡天守台石垣７面の計175㎡の

計測及び図面化を実施した。 

・八幡城天守耐震補強に係る有識者に

よる指導協議を実施した。 

八幡城跡石垣計測及び図面化実施面

積 

201㎡ 

(R1) 

376㎡ 

（R2） 

752㎡ 

(R6) 

<9050505>八幡城跡保存管理事業 

・八幡城跡石垣の計測及び図面化を実

施する。 

＜9050507>八幡城天守耐震補強事業 

・八幡城天守防災設計の一部、火災防

止部分の再設計を行う。 
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3 国土強靱化地域計画からの変更点 

(１) 指標の追加・変更 

事業の推進状況等を踏まえ、2021年度以降のアクションプランにおける業務指標（KPI）を見直した。 

 

通

番 

施策分野 

施策項目名 

リスクシナ

リオ 

（変更前） 

地域計画における業務指標（KPI） 

（変更後） 

令和 3 年度以降における業務指標（KPI） 
変更理由 

指標名 
現状値 

（年度） 

目標値 

（年度） 
指標名 

現状値 

（年度） 

目標値 

（年度） 

10 
(1) 行政機能 

業務継続体制の強化 
3-1 4-2 

情報システム部門の業務継

続計画（ICT-BCP）策定 

未策定 

(R1) 

策定完了 

(R3) 

業務継続計画（ICT-BCP）に

基づく訓練の実施 

0 回 

（R2） 

毎年 1 回

実施 

（R6） 

令和 2 年度に業務継

続計画の策定を完了

し、所期の目標値を

達成したため。 

12 

(1) 行政機能 

災害時応援協定の締

結促進 

3-1 2-1 2-

3 2-6 5-3 
災害時応援協定等締結数 

34 協定 

(R1) 

37 協定 

(R6) 
災害時応援協定等締結数 

37 協定 

(R2) 

40 協定 

(R6) 

令和２年度までに 37

協定を締結し、所期

の目標値を達成した

ため。 

50 
燃料供給施設の事業

継続支援 
6-1 

市内の燃料供給施設数（商

工会員） 

25 施設

（R1） 

25 施設 

維持 

（R6） 

市内の燃料供給施設数 
34 施設

（R1） 

34 施設 

維持 

（R6） 

燃料供給事業所の市

内全体の実態を把握

するため、商工会員

の要件を削除する。 

73 

(9) リスクコミュニケ

ーション／防災教育・

人材育成 

小中学校の危機管理

マニュアル整備 

4-2 
小中学校危機管理マニュア

ルの見直し実施率 

50％ 

(R1) 

100％ 

(R6) 

小中学校危機管理マニュア

ルの継続的な検証と見直し 

1 回 

(R2) 

毎年 1 回

以上実施 

(R6) 

令和２年度までに危

機管理マニュアルの

見直しをすべて実施

し、所期の目標値を

達成したため。 
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